
【県市町村事例】 

徳島市における単独処理浄化槽等の合併処理浄化槽への 

転換促進の取組み 
 

徳島市環境保全課 

 

１．はじめに 

 徳島市は、四国三郎と称される吉野川

の河口に位置し、市内に大小１３４の河

川が縦横に流れる“水都”となっており

ます。また、市内中心部に標高２９０ｍ

の眉山がそびえ、本市の緑のランドマー

ク的存在となっております。 

江戸時代には阿波藩の城下町として、

吉野川沿いで栽培されていた藍染染料

を河川の水運を利用した集積地として

栄え、阿波おどりや人形浄瑠璃をはじめ

とする伝統芸能も発展しました。 

 現在は、人口約２５万人、徳島県の県庁所在都市として、産業をはじめ、政治、経済、文

化、教育、情報といったさまざまな面において高い集積があります。 

 

２．現状 

（１）河川の水質状況 

 高度成長期、生活排水等による河川の水質汚濁が進み、市内中心部を流れる新町川などで

はヘドロによる悪臭発生等の生活環境の悪化が進みました。その後、公共下水道の整備や合

併処理浄化槽の普及などにより河川の水質は改善傾向にありますが、住宅地を流れる河川に

ついては、改善傾向が緩やかなところがあります。 
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（２）生活排水処理状況 

 徳島市の汚水処理人口普及率は令和３年度末で 83.3％になっているものの、下水処理人口

普及率は 30.7％と低く、合併処理浄化槽設置済人口が多くを占めています。 

 

 

 

（３）汚水適正処理構想の見直し 

 徳島市では、今後の人口減少化においても持続可能な汚水処理システムの構築が求められ

ることから、令和４年度に徳島市汚水適正処理構想を改定しました。 

既に合併処理浄化槽の普及が進んでいる処理区について公共下水道の整備を中止し、今後、

合併処理浄化槽により汚水処理を推進することとしております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 徳島市汚水適正処理構想（青色部分が個別処理区域に変更となった区域） 

徳島市における汚水処理人口普及率（令和３年度末）
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(単独処理浄化槽・くみ取り式トイレ) 
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３．合併処理浄化槽への転換促進 

（１）単独処理浄化槽の設置基数 

 令和３年度末時点における徳島市の合併処理浄化槽設置基数は約 21,000基、単独処理浄化

槽の設置基数は約 37,000基となっています。 

（２）転換等の補助制度 

 既存単独処理浄化槽・くみ取り槽から合併処理浄化槽に転換を促すため、合併処理浄化槽

整備事業として、国や徳島県の補助制度を活用しながら、合併処理浄化槽の普及を図ってお

ります。 

令和５年度は、国の補助基準に合わせ、単独処理浄化槽の撤去に係る補助金を９万円から

１２万円に、宅内配管設置工事に係る補助金を１０万円から３０万円に増額しております。 

（３）徳島市の新たな取組み 

汚水適正処理構想の見直しに伴って公共下水道計画エリアから外れることになった一部地

域を「特定地域」として定め、特定地域内において、転換時における補助額の加算を市の単

独事業として行うほか、建替・増築等の建築行為における既存単独処理浄化槽・くみ取り槽の

転換に対して補助を行う「改築時転換」制度を導入し、合併処理浄化槽への転換を促進する

施策を展開しております。 

 

○設置等における補助 

 区 分 
令和５年度 

補助限度額 
補助対象経費 

設置に要する

費用 

５人槽 ３３２,０００円 浄化槽本体費及び送風機費 

据付工事費 

電気工事費 

試運転調整費 

その他市長が必要と認める

費用 

６～７人槽 ４１４,０００円 

８～１０人槽 ５４８,０００円 

撤去に要する

費用 

（改築時転換

を除く） 

単独処理浄化槽

の撤去費用 
１２０,０００円 

単独処理浄化槽又はくみ取

り槽を全て掘り起こして適

法に処分する費用（建替・増

築に伴う転換は対象外） 

くみ取り槽の撤

去費用 
９０,０００円 

宅内配管工事

に要する費用 

（改築時転換

を除く） 

転換に要する配

管工事費用 
３００,０００円 

便所、風呂、洗面所、台所等

から浄化槽への流入管、ま

す及び合併処理浄化槽から

水路等への放流管の工事費

（建替・増築に伴う転換は

対象外） 

 

 

 

 

 



○特定地域加算（令和５年度導入） 

補助限度額 適   用 

２００,０００円 特定地域に居住する補助対象者が転換を行う場合に限る。 

 

○改築時転換（令和５年度導入） 

補助対象経費 区 分 補助限度額 

設置に要する費用 

５人槽 ３３２,０００円 

６～７人槽 ４１４,０００円 

８～１０人槽 ５４８,０００円 

 

４．広報・啓発活動 

 単独処理浄化槽を設置している場合は既に水洗トイレとなっているため、台所や風呂など

から未処理の生活排水を流しても身近な生活の中で直接的な影響を及ぼすことが少ないこと

から、多額の費用をかけて合併処理浄化槽に転換することが難しい状況となっていますが、

令和５年度から転換補助制度を拡充したこともあり、広報活動に取り組んでおります。 

（１）転換補助制度の周知 

 単独処理浄化槽の使用世帯に転換を促すために、浄化槽法に基づく県内唯一の指定検査機

関である（公社）徳島県環境技術センターが行う法定検査の機会を利用して、転換補助制度

の説明やチラシの配布などを行っております。 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



このほか、広報誌やホームページを通じて、転換制度の概要や手続きの方法などの周知を

図っております。 

 

参考 

https://www.city.tokushima.tokushima.jp/kurashi/kankyou_eisei/jokasou/zyoukasou.ht

ml 

 

（２）水環境保全に対する啓発 

 令和４年度に改定した「徳島市生活排水対策推進計画」に基づき、水環境保全に対する意

識を高揚し、生活排水対策の重要性を認識してもらうために、学習会の開催や浄化槽の正し

い使用方法などを紹介したリーフレットの配布などを行っています。 

 市では、地域等において生活排水対策に取り組む市民を生活排水浄化実践推進員として市

に登録（令和４年度末：１１５名）する制度を設けており、推進員との連携を図りながら、市

民への啓発を進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．最後に 

 徳島市は汚水適正処理構想の見直しに伴い、集合処理から個別処理の推進に大きく舵を切

ったところであります。 

身近な河川や水路の水質保全のためには合併処理浄化槽の一層の普及、特に既存単独処理

浄化槽・くみ取り槽からの転換が必要不可欠となりますが、転換には多額の費用がかかるこ

とから、転換に慎重な市民も多いと思われます。 

今後とも、転換補助制度の拡充及び周知を積極的に行うことにより、ねばり強く合併処理

浄化槽の普及に取り組んでいきたいと考えております。 


